予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　　項：労政費　　目：雇用促進費
	事業名:　 eq \o\ac(□,新) 総合人材チャレンジセンター（仮称）事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　雇用対策担当　電話番号：058-272-1111（内3125）

　　　　　　                          　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　110,000千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）経緯

県内の雇用情勢は緩やかながら持ち直しの動きを見せているものの、円高の影響や世界景気の停滞、近隣諸国との関係悪化に伴う景気への影響が懸念されるなど、雇用面に直結する不安材料により今後の情勢が不透明な状況となっていることから、引き続き求職者に対する総合的な支援を行っていく必要がある。
（２）事業内容
　　　「岐阜県人材チャレンジセンター」と「ジョブステーション」を統合し、新たに「総合人材チャレンジセンター（仮称）」を設置し、若年者から中高年者をはじめ、障がい者、女性等に対するきめ細かな就職支援を行うとともに、中小企業の人材確保を支援するなど、総合的な就業支援を行う。

　　＜支援体制＞
・総合人材チャレンジセンター本所（岐阜市：シンクタンク庁舎）

・総合人材チャレンジセンター岐阜駅サテライト（岐阜市：アクティブＧ）

・総合人材チャレンジセンター東濃支所（多治見市：駅前プラザ・テラ）

＜業務内容＞
・個別カウンセリング、職業紹介の実施や就職支援セミナーの開催

・求職者と県内企業とのマッチング支援の実施

・公営住宅等入居手続きに関する相談や生活保護制度等に関する申請窓口の案内

・委託訓練受講者に対する就職支援

・総合相談支援センター（仮称）や若者サポートステーションとの連携によるき
め細かな生活・就労支援の実施

＜今後の方向性及び実施期間＞

①ハローワークとの一体的な運営
依然、厳しい経済・雇用情勢が続く中、引き続き、求職者の生活安定及び就労の確保を図るため、県による「生活・就労相談業務」、「求人先等開拓業務」及び「委託訓
練受講者に対するきめ細かな就職支援業務」に加え、障がい者及び中高年齢者に対するきめ細かな就職支援を実施するため、国に対して、以下の窓口・コーナーを設置し、求職者への総合的な支援ができるよう、調整している。
(1)障がい者専用窓口
(2)中高年齢者専用窓口
※(1)(2)の専用窓口については、総合人材チャレンジセンター岐阜駅サテライト
（仮称）に設置
(3)求人検索機コーナー
　※求人検索機を総合人材チャレンジセンター岐阜駅サテライト（仮称）及び総合人
材チャレンジセンター東濃支所（仮称）に、必要台数を設置　　　　　　　　　
②実施期間：

・２年間（平成２５度から平成２６年度まで）

※厚労省の「ハローワークとの一体的実施」事業の実施期間と同様とする。
	２　所要経費


　　　110,000千円の内訳

(1)民間等委託分　　　　　99,019千円

(2)県直接執行分　　　　　10,981千円（総合人材チャレンジセンター施設維持費等）

　　　　　　　　　　　　・施設使用料・光熱水費　　　9,504千円

　　　　　　　(2)内訳   ・役務費・業務旅費・雑費等　　577千円

　　　　　　　　　  　　　　  　　　　　　　・工事請負費　　　　　　　  　900千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	110,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	110,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　若年者から中高年者をはじめ、障がい者、女性等に対するきめ細かな就職支援を行うとともに、中小企業の人材確保を支援するなど、総合的な就業支援を実施します。




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	利用者数

	58,410人
（H23）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	60,000人
（H25）
	

	就職決定者数
	5,084人
（H23）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	5,500人
（H25）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

「岐阜県人材チャレンジセンター」において、キャリアカウンセリング、就職に役立つセミナー、求職者と企業の採用担当者とのマッチング会、求人情報の提供などを実施。利用者数17,096人、就職決定者数1，538人。
「ジョブステーション」では、生活相談・就労相談のほか、職業紹介、委託訓練校に対する就職支援などを実施。利用者数10,537人、就職決定者数389人。

※平成24年9月末までの実績


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　「岐阜県人材チャレンジセンター」及び「ジョブステーション」で実施している求職者と県内企業１社とのマッチング会は、大規模な企業説明会とは異なり、企業の採用担当者が求職者に企業概要や商品、社風などを直に伝え、情報交換を密に行えることから、企業、求職者共に好評である。今後もこのような効果的なマッチング機会を提供していく。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　○

	求職者の就職や、県内企業の人材確保につながるため、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
「岐阜県人材チャレンジセンター」では若年者を、「ジョブステーション」では中高年者を対象にそれぞれ就労支援を実施しているが、県の就労支援にかかる窓口が２つ存在することになり、求職者や県内企業にとって分かりにくくなっている。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

「岐阜県人材チャレンジセンター」と「ジョブステーション」を統合し、新たに「総合人材チャレンジセンター（仮称）」を設置し、若年者から中高年者をはじめ、障がい者、女性等に対するきめ細かな就職支援を行うとともに、中小企業の人材確保を支援するなど、総合的な就業支援を行う。


